
①地方公共団体が
地域再生計画を作成

企業版ふるさと納税の仕組み

②国による計画の認定

令和3年3月31日変更認定済

内閣府

企業

地方創生に資する事業に幅広く活用が可能

③企業の寄附
地方創生の取組
に対する寄附

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について

地方公共団体が行う地方創生の
取組に対する企業の寄附について
法人関係税を税額控除
（最大約９割の税額控除）

【制度のポイント】
・寄附金額の下限は１０万円
・寄附企業への経済的な見返りは禁止
・本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外

損金算入

約３ 割

法人関係税から税額控除

最大６ 割

企業

負担

約１ 割

通常の軽減効果

軽減効果が最大約９ 割に

寄附金額

企業にとってのメリット

①地方創生に貢献する
企業として公表・ＰＲ

②地方公共団体との
新たなパートナーシップの構築

③ＳＤＧｓを通じた企業の価値向上

その他経済的利益とならないもの
（例）市ホームページに企業名の掲載・お礼状の贈呈

香芝市

１



地域再生計画（企業版ふるさと納税）の概要

●地域再生計画の名称

香芝市まち・ひと・しごと創生推進計画

●事業実施期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで

●地域再生計画の基本目標（事業）

① 基本目標１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安定した雇用を

創出する

② 基本目標２ 香芝とのつながりを築き、香芝への新しいひ

との流れをつくる

③ 基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④ 基本目標４ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅

力的な香芝をつくる

目標・事業 ＫＰＩ
現状値
R６年度

目標値
R６年度

①
市民アンケートによる就労・雇用環境
に関する不満の割合

11.8％ 12.0％

②
市民アンケートによる市に愛着を感じ
る人の割合

76.9％ 79％

③ ０～４歳人口（１０月１日時点） 3,054人 3,500人

④ 市民アンケートによる定住意向 75.8％ 64％

【数値目標・KPI】

●事業の評価の方法

毎年度、香芝市都市経営市民会議において、各事業に設定された
ＫＰＩに基づき、事業の進捗状況と成果を検証し、ＰＤＣＡサイ
クルにより実効的な施策の推進を図る。
また、検証結果を香芝市公式ホームページ上で公表する。
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令和６年度まち・ひと・しごと創生寄附活用事業 【概要】

　

▶　事業評価・今後の取組

外部有識者による本事業に対する意見

地域再生計画の目標・KPI

市内４中学校の大型モニター購入事業

株式会社奥村組

２ページ　【数値目標・KPI】　➁

【対象事業】　 結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業

教育関連の設備や部活動に用いる大型モニターを購入する。
内　　　　容

効　　　　果
パソコン画面を拡大し見せることで、生徒の理解を深めることができ、生徒の学習意欲
の向上につながった。

中学校吹奏楽部の楽器の更新を行う。

地域再生計画の目標・KPI

市内４中学校の楽器購入事業

株式会社中西製作所

２ページ　【数値目標・KPI】　②

【対象事業】　結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業
内　　　　容

効　　　　果
中学校吹奏楽部の経年により劣化が目立つ楽器の更新を行うことができ、生徒の意欲の
向上につながった。

事業名

寄附企業

令
和
６
年
度
事
業
内
容

Ⅰ

Ⅱ

寄附金額 1,000,000円

寄附金額 1,000,000円

事業名

事業全体
の概要

本市では令和３年３月３１日付けで、「第２期香芝市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の内容を包括的
に記載した地域再生計画（「香芝市まち・ひと・しごと創生推進計画」）の認定を内閣府より受けてお
り、次の４事業のいずれかに関連する事業を選定し、寄附を募集している。
　●　稼ぐ地域をつくるとともに、安定した雇用を創出する事業
　●　香芝とのつながりを築き、香芝への新しいひとの流れをつくる事業
　●　結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業
　●　ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な香芝をつくる事業

事業名

寄附企業

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業

令和６年度企業版ふるさと納税として８件、計６，９１３，２９５円の寄附をいただき、地域再生計画の目標に関連す
る事業に活用した。
奈良県企業版ふるさと納税連絡協議会における、ＰＲパンフレット及びＰＲ動画の制作や、企業と自治体のマッチング
会への参加などを引き続き行っており、昨年度（２件、計１，１００，０００円）に比べて件数及び寄附額が大幅に増
加した。
また、昨年度に引き続き、寄附と事業成果の関係が見えやすい仕組みづくりとして、庁内の寄附対象事業を洗い出して
メニュー化することにより、寄附申出があった企業に対して提示できる体制を令和７年度も継続して整えている。
今後も引き続き庁内の寄附対象事業の発掘に努め、随時事業メニューを更新し、企業に興味を持ってもらえるよう取り
組んでいく。

外部有識者からの意見
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